
【資料１】
第３期沖縄県手話推進計画の進捗状況について

第３期計画ロードマップ 進捗状況
Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ６ Ｒ７

県民の手話に対する関心と理解を
深める取組

生活福祉部
障害福祉課

県ホームページを通じて
簡単な手話表現を紹介す

る取組等の実施

「手話推進の日」認知度向上に向け
た取組

生活福祉部
障害福祉課

認知度向上に向けた取組
の検討・実施

手話の普及や、聴覚障害者等に対
する理解を促進する広報活動の実
施

生活福祉部
障害福祉課

効果的な広報活動の検
討・実施

手話の普及や、聴覚障害者等に対
する理解を促進する企画イベントの
開催

生活福祉部
障害福祉課

効果的な普及啓発イベン
トの企画・開催

県内事業者における合理的配慮の
普及啓発

生活福祉部
障害福祉課

合理的配慮についてのパ
ンフレット等印刷物の作
成・配布、イベント等によ

る普及・啓発

　沖縄県共生社会条例や合
理的配慮について、さらなる認
知度の向上を図るため、企画
コンペにより民間事業者の提
案を活用し、継続して取り組
む。

県民向け手話講座の開催
生活福祉部
障害福祉課

講座の企画・開催

　各回において、概ね定員以
上の申込みがあり、一定の効
果をあげているものと考える。
沖縄聴覚障害者情報センター
と連携し、継続して取り組む。

県ホームページへ、県内手話サー
クル活動状況の掲載

生活福祉部
障害福祉課

活動状況の掲載
　正確な情報の発信に留意
し、定期的な更新に努める。

④
県職員に対する聴覚
障害への理解促進

県職員向け研修の開催
生活福祉部
障害福祉課

合理的配慮や手話言語条
例に関する研修

　新規採用職員全員に講義で
きる貴重な機会であることか
ら、関係機関と調整し、今後も
研修機会の確保に努める。

①
幼児、児童及び生徒
に対する手話や聴覚
障害者等に対する理
解促進

県内学校への普及啓発活動
県立学校教
育課、義務
教育課

普及啓発パンフレット配
布、学校の取組紹介等

　教育活動の中で手話を活用
している学校の取組等の情報
を収集するなど、R８年度まで
の実施を目指して取り組む。

②
聴覚障害等及びその
保護者に対し手話を
学習する機会の提供

保護者手話講習会等の実施
県立学校教
育課

講習会の企画・開催
　今後も継続して講師を派遣
できるよう、沖縄ろう学校と連
携して取り組む。

(1)　初心者向け手話講座の実施
R６：沖縄本島47名、石垣島46名、宮古島18名
R７：沖縄本島62名(石垣島及び宮古島は２月開催)

(1)　県内で活動する手話サークルの一覧を沖縄県ホーム
ページに掲載(R６/７/１時点)

(1)　沖縄県新規採用職員研修カリキュラムに１コマ(60分)を
確保し、沖縄県共生社会条例及び沖縄県手話言語条例につ
いて講義を実施

(1)　小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校に各種制
作物を配布
(2)　学校の取組紹介については、県立学校教育課及び義務
教育課において実施内容を検討中

今後の課題と方向性

(1)　「手話推進の日」(毎月第３水曜日)における手話画像及
び手話動画の掲載
手話画像…沖縄県ホームページ
手話動画…沖縄聴覚障害者情報センターホームページ

(2)　市町村ご当地キャラによる手話推進の日及び手話の紹
介動画SNS配信、ラジオCMの放送
R７年10月：与那原町、11月：八重瀬町、12月：中城村、R８
年１月：西原町、２月：うるま市、３月：糸満市(調整中)

施策体系 所管

(1)
　県民が、手話や聴
覚障害者等に対す
る理解を深め、役割
を十分に果たすこと
ができるよう啓発を
図るとともに、手話
を普及する取組の
推進に努めます。１

　手話や聴覚障害
者等に対する理解
促進

①
「手話推進の日（毎月
第３水曜日）」の取組

②
各種広報の実施、企
画イベントの開催

③
手話を学習する機会
の提供

(2)
　学校教育における
手話の普及のため
の取組への支援に
努めます。

　平成28年度の条例制定以
来、長期にわたり取り組んでお
り、手話に対する関心や手話
推進の日の認知度の向上に
一定の効果をあげているものと
考える。企画コンペにより民間
事業者の提案を活用し、継続
して取り組む。

　９/23「手話言語の国際
デー」については、予算・規模
を拡充して取り組んできた。
「手で話そう運動PRイベント」と
併せて、聴覚障害者をはじめ
とする多くの県民が参加してお
り、一定の効果をあげているも
のと考える。企画コンペにより
民間事業者の提案を活用し、
継続して取り組む。

(1)　沖縄ろう学校において、保護者向け学習会(年４回)を開
催しており、毎回15名程度が参加している。

(1)　障害特性に応じた合理的配慮について、事業所向けの
講座や県民向けのパネル展・ステージ等のイベント等を実施
R６：講座５回(沖縄本島３回、石垣島、宮古島)、イベント５回
(沖縄本島３回、石垣島、宮古島)
R７：講座４回(沖縄本島２回、石垣島、宮古島)、イベント３回
(沖縄本島、石垣島、宮古島)

(2)　各所において「合理的配慮ハンドブック」(沖縄県作成)を
配布

(1)　９/23「手話言語の国際デー」におけるブルーライトアップ
の実施
R６：沖縄サントリーアリーナなど、計５箇所
R７：パレットくもじ周辺、沖縄サントリーアリーナ、沖縄こどもの国
など、計12箇所
(2)　大型商業施設等における「手で話そう運動PRイベント」の
実施
(3)　各種広報物の制作・配布及び沖縄県ホームページへの
掲載(条例紹介パンフレット、指差し会話シート、指文字ポス
ターなど)

1 / 2



【資料１】
第３期計画ロードマップ 進捗状況
Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ６ Ｒ７

今後の課題と方向性施策体系 所管

手話通訳者の養成
生活福祉部
障害福祉課

手話通訳者養成研修の開
催

　手話通訳者全国統一試験
受験者の合格率向上に向け
て、引き続き取り組む。

手話通訳者の資質向上
生活福祉部
障害福祉課

手話通訳士養成ステップ
アップ研修等の開催

　手話通訳者のスキルアップ
や活動者の増加など、資格取
得に限らず研修の充実に取り
組む。

手話通訳者指導者養成の推進
生活福祉部
障害福祉課

手話通訳者養成担当講師
連続講座等へ派遣の推進

　今後も継続して受講生を派
遣できるよう、沖縄聴覚障害
者情報センターと連携して取り
組む。

手話通訳者設置に向けた取組の支
援

生活福祉部
障害福祉課

市町村に対して具体的な
取組（事例）の情報共有等

　市町村手話通訳者等からの
相談に対応できるよう、沖縄
聴覚障害者情報センターと連
携して取り組む。

手話通訳者等派遣事業における実
施体制の整備

生活福祉部
障害福祉課

意思疎通支援事業運営委
員会・意思疎通支援担当
者連絡会の開催、遠隔手
話サービスの運営

　関係機関からの相談に対応
できるよう、沖縄聴覚障害者
情報センターと連携して取り組
む。

(2)
　沖縄ろう学校教職
員の手話に関する
技術の向上に努め
ます。

①
ろう学校内手話研修
会の開催

校内手話研修会の開催
県立学校教
育課

研修会の企画・開催

　沖縄ろう学校教員が手話を
学習する機会を確保するた
め、予算の確保など、引き続き
研修会の継続に努める。

①
沖縄聴覚障害者情
報センターの運営支
援

沖縄聴覚障害者情報センターの運
営支援

生活福祉部
障害福祉課

運営の支援

　沖縄聴覚障害者情報セン
ターの安定的な運営のため、
予算の確保など、引き続き補
助の継続に努める。

県政広報番組「うまんちゅひろば」
への手話通訳者の配置

知事公室広
報課

手話通訳者の配置
　円滑な手話通訳の配置を行
うため、手話通訳者との連携
強化に努める。

知事会見への手話通訳者の配置
知事公室広
報課

手話通訳者の配置
　円滑な手話通訳の配置を行
うため、手話通訳者との連携
強化に努める。

③
ＩＣＴ技術を活用した
情報提供の推進

県ホームページ等へのＩＣＴ技術活
用情報の掲載

生活福祉部
障害福祉課

ICT技術活用情報の掲載

　聴覚障害者のITの利活用に
ついて、沖縄県障害者ITサ
ポートセンターと連携し、情報
収集等に努める。

④
災害時等における適
切な情報伝達体制の
整備推進

災害時等における適切な情報伝達
体制の整備促進

生活福祉部
障害福祉課

市町村における課題や取
組（事例の情報共有等）

　市町村における体制の整備
について、引き続き福祉政策
課と連携して取り組む。

(1)
　市町村と連携し、
計画的に手話通訳
者の養成及び資質
向上を図るととも
に、手話通訳者の
設置促進及び派遣
体制の整備に努め
ます。

(3)
　手話による情報発
信に努めます。

２
　手話を使用しやす
い環境づくり

①
手話通訳者の養成及
び資質向上

②
手話通訳者の設置促
進及び派遣体制の整
備

②
手話による県政情報
等の発信

(1)　知事定例記者会見の全会見に手話通訳者を配置
(定例記者会見回数)
R６：17回、R７：15回(予定)

(1)　沖縄県障害者ITサポートセンターにおいて、障害者等の
ITの利用機会や活動能力の格差是正等に取り組んでいる。

(1)　市町村において、あらゆる方に情報が伝達できる体制の
整備に取り組むとともに、要配慮者の避難については、避難行
動支援者名簿を作成した上で、個別避難計画の策定にも努
めることとされている。名簿や計画の策定にあたっては、福祉
政策課において市町村の支援に取り組んでいる。

(1)　沖縄聴覚障害者情報センターに設置している手話通訳
者において、市町村手話通訳者等からの相談や講師派遣等
の依頼に対応するとともに、未設置市町村への情報共有等に
取り組んでいる。

(1)  沖縄聴覚障害者情報センターにおいて、毎年、意思疎通
支援事業運営委員会を開催
(2)　沖縄聴覚障害者情報センターにおいて、遠隔手話サービ
スを運営しており、R６年度の利用件数は41件

(1)　沖縄ろう学校教員に対し、手話研修会（月１回程度）を開
催
R６：10回開催、約200人（延べ）が参加
R７：10回開催、約200人（延べ）が参加(予定)

(1)　身体障害者保護費負担金（厚生労働省）を活用し、沖縄
聴覚障害者情報センターに補助金を交付
R６：35,222,520円
R７：31,398,000円(交付決定額)

(1)　県広報番組「うまんちゅひろば」の全放送に手話通訳者を
配置
(放送回数)
R６：43回、R７：43回(予定)

(1)　手話通訳者養成講座(手話通訳Ⅰ～Ⅲ)及び手話通訳
者全国統一試験対策集中講座等を実施。R６年度の手話通
訳者全国統一試験は49名が受験し、３名が合格

(1)　手話通訳士の資格取得を目指し、手話通訳士ステップ
アップ研修を実施。R６年度の手話通訳士試験は６名が受験
し、１名が合格

(1) (福)全国手話研修センターが開催する「手話通訳者養成
担当講師連続講座」に、R６　４名、R７　４名を派遣
(2)　(福)聴力障害者情報文化センターが開催する「要約筆記
者指導者養成研修」に、R６　２名、R７　１名を派遣
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